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国や東京都の動向について 

 

１ 国の動向 

  国では、おおむね５年を目途に見直しを行うこととされている新たな「自殺総合対策大

綱～誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指して～」が令和４年１０月１

４日に閣議決定され、政府が推進すべき自殺対策の指針が示されました。 

  自殺総合対策大綱では、自殺死亡率（人口１０万人当たりの自殺者数）を先進諸国の現

在の水準まで減少させることを目指し、令和８年までに平成２７年と比べて３０％以上

減少させることを目標とすること等が掲げられました。 

 【平成２７年：１８．５ ⇒ 令和８年：１３．０以下】※令和２年：１６．４ 

 

 

２ 都の動向 

  都では、令和５年３月に都の自殺の状況やコロナ禍以降の状況、国の自殺総合対策

大綱を踏まえた「東京都自殺総合対策計画（第二次）」の改定を予定しています。 

  自殺総合対策計画では、令和８年までに自殺者数及び自殺死亡率を平成２７年と比

較して３０％以上減少させることを計画目標としています。 

 【自殺死亡率  平成２７年：１７．４ ⇒ 令和８年：１２．２以下】 

 【自殺者数（人）平成２７年：２，２９０ ⇒ 令和８年：１，６００以下】 

 

出典 厚生労働省 「自殺総合対策大綱」のポイント 一部抜粋 



 

 

 

 

３ 新型コロナウイルス感染症拡大による影響について 

  新型コロナウイルス感染症は、令和２年１月頃からの感染拡大し、令和２年４月７

日には７都府県（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県、大阪府、兵庫県及び福岡県）

に緊急事態宣言が発出され、４月１６日には全都道府県が対象となりました。以降も

緊急事態宣言やまん延防止等重点措置等が長期にわたり適用になり、収束が見込めな

い状況が継続しました。 

また、新型コロナウイルス感染症流行が社会全体に与えた影響により、経済や雇用

問題のみならず、家庭問題など、様々な問題が発生しています。それらの問題が自殺

にまつわる様々な問題や課題に大きな影響を与え続けています。 

長期化するコロナ禍において、集合形式で開催する「ゲートキーパー養成研修」を

はじめとした各種研修や普及啓発事業やイベントについて中止せざるを得ない状況

となり、自殺対策推進に多大なる影響を及ぼしました。 

このような中でも、密を避けるため参加人数の制限を設ける等の感染症対策を講じ

ながら自殺未遂者等のハイリスク者支援のあり方を考えるための意見交換会を開催

し、オンデマンドにより、いつでも視聴ができるゲートキーパー養成講座やオンライ

ンによる自殺講演会等 ICT を活用した事業に取り組み、自殺対策計画の基本方針に沿

った対策を推進してきました。 

 

出典 東京都 東京都自殺総合対策計画（第二次）の概要 


